
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理課 
 

 

 

 

 

 

 



 

優先順位 指示事項 

津波防災地域づくり推進計画の作成について 

危機管理課 

１ 目的 

津波防災地域づくりに関する法律に基づき、将来起こりうる津波被害を防止・軽減

するために、市の津波対策とまちづくりの具体的姿を総合的に描き、市民と共有する。 

（避難路や避難施設の整備、警戒避難体制の整備や開発行為の制限などのハード・ソ

フトの施策を組み合わせ、住民にわかりやすく示す） 

２ 計画策定期間（案） 

平成 24 年 9 月～平成 26 年 3 月 (平成 24 年度は準備調査期間) 

 
 H24年度    H25年度   

４ ７ 10 １ ４ 10 １  
 県▼津波高公表 県防災会議   
  県▼自然被害公表  ●被害想定公表  
   ▼人的被害公表   
     ・     ・ 

  準備（調査）  策定作業  
３ 策定体制（案）

 

４ 課題 

・推進計画のベースとなる県による津波浸水想定の公表時期が不明 

・推進計画に記載する事業に応じて策定協議会のメンバー選定が必要 

・ハード事業は関係する施設管理者や住民の合意が必要なため調整に時間を要する 

・ソフト事業が中心となることが想定されるが市民が納得できる計画とすることが必要 

 

策定協議会（仮称） 

・ 学識経験者 

・ 市民代表 

・ 国 

・ 静岡県 

・ 静岡県公安委員会 

・ 副市長 

連絡調整会議（実務レベル） 

国、静岡県の海岸管理者、河川管

理者、道路管理者 など 

津波対策プロジェクト会議 

（庁内課長会議） 

事務局 

（危機管理課） 

第１次とりまとめ 

中間まとめ 



 

優先順位 1 

民間による津波避難施設整備に対する支援制度の構築について 

危機管理課 

１ 目的 

民間企業や団体が行う地域住民が避難するための津波避難施設整備に対して助成を

行なうことにより、オール浜松体制で津波避難施設の整備を進める。 

２ 助成対象 

◆対象範囲 

 浜松市暫定津波対策範囲（安政東海地震浸水域＋2km） 

◆対象施設 

津波避難タワー・マウンド、屋上避難施設 など 

◆対象者 

企業、自治会 など 

３ スケジュール 

5 6～7 8 9 10～3 H25 年度～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 課題 

・支援制度の実施時期と周知期間 

・支援制度の期限設定 
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